
01‗コロナR3　実施計画

※行の挿入・削除、セルの結合は絶対に行わないこと。 （単位：千円）

電話番号
交付限度額①

（令和２年度本省繰越分）（国のR2予算）

メールアドレス
交付限度額②

（令和３年１～３月補助裏分）（国のR2予
算）

交付金関連
事業費

交付限度額③
（令和３年４月以降補助裏分）（国のR3予

算）

事業者支援分交付限度額
（令和3年4月30日通知）（国のR3予算）

事業者支援分交付限度額（市町村）
（令和3年8月20日通知）（国のR2予算）

事業者支援分交付限度額（都道府県）
（令和3年8月20日通知）（国のR3予算）

地方単独事業分交付限度額④
（令和3年12月27日通知）（国のR3予算）

通常分交付限度額
（国のR2予算）

165,761                          
事業者支援分交付限度額

（国のR2予算）
28,213                    

通常分交付限度額
（国のR3予算）

167,033                          
事業者支援分交付限度額

（国のR3予算）
-                           

 本省繰越希望額
（R3補正による地方単独事業分交付限度

額④に係る希望額）

交付限度額計

Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額

①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額

③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

 320,416 19,488 9,836  273,279 262,561 10,718 - 37,301 - 

1 単
通常事

業
-

市庁舎の感染
者確認時の除
染

①行政庁舎においてコロナウイルス感染者が確認された
　場合に、職員・利用者の安全確保と行政活動の早期
　再開を図る。
②コロナ感染者が確認された場合の除染作業委託料
（夜間から翌朝にかけて、全館の空間噴霧消毒と共有
　部分のノブ、手すり、床面などのふき取り処理）
③清掃単価110円/㎡
　 想定面積　本庁(2,999㎡）＋西庁舎（4,555㎡）＝7,554
㎡
   110円×7,554㎡×1.1＝914,034円
④市

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 914 914 914 R3当初（地）

2 単
通常事

業
-

福祉分野市施
設の感染確認
時の除染

①福祉分野の市施設においてコロナウイルス感染者が
　確認された場合に、職員・利用者の安全確保と行政活動
　の早期再開を図る。
②コロナ感染者が確認された場合の除染作業委託料
③300㎡まで　80,000円　301～1,000㎡まで　面積×250
円
  　1,000㎡以上　面積×220円
　　〇保険福祉センター除染業務
　　　　(80,000+700㎡×250円+1605.55㎡×220円)×1.1
            =669,043円
　　〇放課後児童クラブ除染業務
　　　　80,000円×1.1×2回分=176,000円
　　〇子育て支援センター除染業務
　　　　80,000円×1.1×2回分=176,000円
　　〇保育所除染業務
　　　　(80,000+700㎡×250円+395.76㎡×220円）×1.1
         ×１か所=376,274円
　　　　(80,000+506.45㎡×250円）×1.1×2か所
　　　　=454,546円
④市

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 1,851 1,851 1,851 R3補正（地）

3 単
通常事

業
-

教育分野市施
設の感染確認
時の除染

①教育分野の市施設においてコロナウイルス感染者が
　確認された場合に、職員・利用者の安全確保と行政活動
　の早期再開を図る。
②コロナ感染者が確認された場合の除染作業委託料
③清掃委託料(税抜）
　　300㎡まで　80,000円　　301～1,000㎡まで　面積×250円
  　1,000㎡以上　面積×220円
　　〇大規模小学校除染業務
　　　　(80,000+700㎡×250円+2,908㎡×220円)×1.1
            =984,236円
　　〇中規模小学校除染業務
　　　　(80,000+700㎡×250円+1,608㎡×220円)×1.1
            =669,636円
　　〇大規模中学校除染業務
　　　　(80,000+700㎡×250円+6,032㎡×220円)×1.1
            =1,740,244円
　　〇中規模中学校除染業務
　　　　(80,000+700㎡×250円+1,614㎡×220円)×1.1
            =671,088円
　　〇幼稚園除染業務
　　　　(80,000+700㎡×250円+135㎡×220円）×1.1×2回
 　　　　　=626,340円
④市

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 4,691 4,691 4,691 R3補正（地）

4 単
通常事

業
-

市内事業所で
の感染者確認
時の消毒作業
支援

①市内事業所での従業員の感染発生または外部感染者
の利用について、消毒作業を実施した場合の費用を支援
する。
②消毒費用の半分を補助（上限300千円）
③300,000円×10事業所＝3,000,000円
④感染が生じた市内事業所

－ ○ － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 3,000 3,000 3,000 R3補正（地）
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都道府県名 三重県 0599-25-1101 165,761                                                                165,731                                                                                                 

地方公共団体名 鳥羽市 kikaku@city.toba.lg.jp -                                                                         

通常分
既配分額（国のR2予算）

通常分　今回配分予定額
（国のR2予算）

Ｎｏ

第

５

回

追

加

事

業

-                                                                                                          国庫補助事業費

都道府県・市町村コード（５桁） 24211 262,561                                                             8,969                                                                    8,969                                                                                                    

担当部局課名 企画財政課 -                                                                      28,213                                                                  

国のR2予算分（交付限度額①、②、事業者支援分（市町村））
通常分　今回配分予定額

（国のR3予算）

事業者支援分
既配分額（国のR2予算）

10,718                                                                                                                                       - 158,064                                                                                                 

地方単独事業費のうち通常事業分担当者氏名 斎藤　猛 200,383                                                             28,213                                                                                                   

地方単独事業費のうち事業者支援分
事業者支援分　今回配分予定額

（国のR2予算）

補

助

・

単

独

事

業

の

区

分

事

例

集

事

例

番

号

特定事業
者等支援

-                                                                      

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃

支援

交付対象事
業の名称

158,064                                                                                                 

361,007                                                                                                 

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と

の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

配分予定額計
（国のR2予算）

配分予定額計
（国のR3予算）

配分予定額計

移替先

193,974                                                                国庫補助事業費 9,378                                                                

総事業費 補助対
象事業

費

補助対
象外経

費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分

事業者支援分　今回配分予定額
（国のR3予算）

国のR3予算分（交付限度額③、④、事業者支援分（都道府
県））

                                                                         -62,178                                                              

事業者支援分
既配分額（国のR3予算）

合計

事業
終期

総務省

8,969                                                                    地方単独事業費のうち通常事業分 1,340                                                                

地方単独事業費のうち事業者支援分 202,943                                                                

http://#
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Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額

①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額

③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

Ｎｏ

第

５

回

追

加

事

業

補

助

・

単

独

事

業

の

区

分

事

例

集

事

例

番

号

特定事業
者等支援

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃

支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と

の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経

費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
事業
終期

5 単

事業者
支援(②
感染症
対策強

化)

-

安全・安心の
観光地づくり
のための感染
予防対策応援
事業

①市内事業所の感染対策を応援することにより、安全・安心
のまちづくりを推進する。
基本的対処方針（R3.8.25）
該当箇所P.51-52「事業者に対して、職場における、感染防
止のための取組（中略）を徹底するよう、実践例も活用しなが
ら促すこと。」
②事業所の感染対策にかかる応援金
③基本額　10,000円×456事業所＝4,560千円
　従業員数による上乗せ
                10,000円×444事業所＝4,440千円
　　　　　　　40,000円×8事業所＝320千円
　　　　　　　70,000円×4事業所＝280千円
　宿泊施設の収容人数による上乗せ
　　　　　　　10,000円×89事業所＝890千円
　　　　　　　40,000円×20事業所＝800千円
　　　　　　　70,000円×2事業所＝140千円
  大型集客施設による上乗せ
　　　　　　　70,000円×15事業所＝1,050千円
　資料作成用消耗品　81,000円
　コピー使用料　　　     16,000円
  郵送料　　　　　　　　　60,000円
④感染予防対策を行う市内事業者

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 12,637 12,637 12,637 R3補正（地）

6

7

8 単
通常事

業
-

避難所の仮設
トイレにおけ
る感染症対策

①避難所の仮設トイレにポンプ式簡易水洗キットを整備す
ることにより、トイレの衛生環境を向上させ、新型コロナウ
イルスの感染防止を図る。
②ポンプ式簡易水洗キット購入経費
③53,000円×50個×1.1＝2,915,000円
④市

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R4.1 R4.3 2,915 2,915 2,915 R3補正（地）

9 単
通常事

業
-

感染者等への
支援

①感染が判明した人と同居家族に対し、入院期間中の
　食糧確保等への支援を行い、不安の緩和に努める。
②本市に住民登録があり、現に市内に在住している人が
　ＰＣＲ検査で陽性となった場合に見舞金を支給。
　また、本人及び同居家族に食料品調達等のための
　支援金を給付。
③見舞金　10,000円×30件=300,000円
　 支援金　10,000円×30件=300,000円
④新型コロナ感染症の感染者及び同居家族

－ － － － ○ －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R4.1 R4.3 600 600 600 R3当初（地）

10 単
通常事

業
-

事業継続・雇
用確保に向け
た支援窓口の
開設

①新型コロナウイルス感染症の影響により経営が悪化し
た、市内事業者の経営持続と強化を図る。
②各種相談にかかる支援窓口開設のための経費
③支援員報償　8,000円×289日=2,312,000円
　　支援員費用弁償　500円×往復×84日=84,000円
　　　　　　　　　　　　　200円×往復×23日=9,200円
　　　　　　　　　　　　　160円×往復×59日＝18,880円
　　　　　　　　　　　　　180円×往復×8日＝2,880円
　　コピー用紙等消耗品　38,308円
　　コピー使用料　1.1円×3,000枚×12か月=39,600円
④市内事業者

－ － － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 2,504 2,504 2,504 R3補正（地）

11 単
通常事

業
-

就労移行支
援・就労継続
支援事業所通
所者応援給付
金

①コロナ禍で観光関連産業等からの業務受託が減少した
ことにより、通所者が影響を受けていることから、生活支
援のための応援給付金を支給する。
②就労移行支援・就労継続支援事業所通所者への応援
金
③通所者80人×10,000円＝800,000円
④就労移行支援・就労継続支援事業所通所者

－ － － － ○ －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.7 R4.3 800 800 800 R3補正（地）

12 単
通常事

業
-

障がい福祉
サービス事業
所支援給付金

①新型コロナウイルス感染症の影響で休業した障がい福
祉サービス事業所に対し、支援を行う。
②対象事業所への支援給付金
③市内事業所5か所×100,000円＝500,000円
④市内の障がい福祉サービス事業所

－ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.7 R4.3 500 500 500 R3補正（地）

13 単
通常事

業
-

とば福祉の
「わ」創造事業

①新型コロナウイルス感染症の影響により生活困窮に
陥った世帯に緊急的に食料や物資の支援を行い、将来的
な生活維持に向けた一助とする。
②緊急的に食料・物資を給付するための委託料
③食料支援　5,000円×50回＝250,000円
　物資支援　7,000円×5回＝35,000円
　事務経費　15,000円　　委託料合計300千円×1.1
                                           　　　　　=330,000円
④新型コロナ感染症の影響により、生活困窮に陥った世
帯
　（状態像が様々なため、給付対象に明確な基準はありま
せんが、本事業では、自立相談支援機関において、相談
支援（アセスメント等）を実施した際に、 必要と考えられる
世帯へ交付することを想定しており、将来的な自立に向け
た継続支援につなげていくこととしています。）

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.7 R4.3 330 330 330 R3補正（地）

14 単
通常事

業
-

国民健康保険
税減免受付事
務

①新型コロナウイルス感染拡大の影響により収入が減少
した国保加入者に対し、国保税額の減免により支援を行
う。
②受付及び税額更正にかかる職員の時間外勤務手当
③時間外単価2,500円×2時間×10件＝50,000円
④国民健康保険加入者

－ － － － － －
①-Ⅱ-５. 税

制措置
㉑いずれも該

当しない
R3.6 R4.3 50 50 50 R3当初（地）

15

16

17 単
通常事

業
ー

商業活性化支
援事業

①コロナ禍で落ち込んだ市内経済の活性化を図るため、
新たに「鳥羽の月」として拡大実施する事業に対し、支援
を行う。
②鳥羽の日・鳥羽の月イベントによる市内商店街の経済
循環と集客促進事業への補助金
③商工会議所等を中心とした実行委員会への補助金
 　1,000千円
④事業実施により影響が及ぶ市内事業所

－ － － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.7 R3.11 1,000 1,000 1,000 R3補正（地）
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国庫補助
額

交付金関
連事業費
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国のR2予算分
（交付限度額

①、②、事業者
支援分（市町
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国のR3予算分
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例

番

号

特定事業
者等支援

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃

支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と

の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経

費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
事業
終期

18 単
通常事

業
-

プレミアム付
商品券事業

①市内事業所で使える商品券の発行により、回復期にお
ける経済循環を促進する。
②市内事業所での商品・サービスを商品券で購入する際
のプレミアム分の負担及び事務経費
③補助金　2,500円×18,500冊=46,250,000円
　 コピー用紙等の消耗品の購入　91,485円
　　制度周知チラシの印刷　101,200円
    通信運搬費　5,779,727円
　　電算委託料　引換券発行　1,866,700円
　　発行業務委託料　5,678,200円
　　販売業務委託料　50円×13,260冊＝663,000円
④市民を中心とした商品券購入者
 　 経済対策面からは市内事業所

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地
域経済の活性

化

㉑いずれも該
当しない

R3.8 R4.3 60,430 60,430 60,430 R3補正（地）

19

20 単
通常事

業
-

観光施設等を
活かした周遊
促進事業

①コロナ禍での新たなニーズを踏まえた観光資源の整理
と発信を行った上で、市内観光施設と自然環境の魅力を
結び付けたキャンペーンや市内施設の宿泊割引クーポン
の発行を実施し、人流停滞により影響を大きく受けた本市
観光関連産業の振興につなげる。また、市内の各地区に
キャラクターデザインのマンホールを設置してラリー的に
回るための情報発信を行うとともに、公共交通へのキャラ
クターデザインのラッピングを施し、市内を周遊を促進す
る仕掛けを講じ、市内経済の回復につなげる。
②アフターコロナに向けて、本市の強みを発信しながらの
誘客キャンペーン等にかかる経費、およびキャラクターマ
ンホールやバスラッピング等による市内周遊促進策にか
かる経費
③観光誘客・施設周遊促進にかかる委託料
　　内訳：観光施設の周遊促進キャンペーン1,950千円
　　　　　 市内周遊促進　クーポン発行
                              5,000円×1,000枚＝5,000千円
　　　　　アフターコロナに向けた情報発信　2,290千円
　　　　　事務費　　800千円　　  消費税　　　504千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 合計　　　10,544,000円
    キャラクターマンホール枠設置工事　     198千円
　　バスラッピング　　2台　　   　　　　　　　2,020千円
　　周遊マップ作成、ポスター等作成　        800千円
　　設置お披露目会等消耗品　　　　　　      100千円
④市

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地
域経済の活性

化

㉑いずれも該
当しない

R3.10 R4.4以降 13,662 13,662 13,662 

新型コロナウイルス感
染症の影響により、令
和4年1月12日に関係
協力機関と協議した結
果、当事業は県外から
の誘客を目的としてい
たため、現段階では県
外の誘客を促進する状
況ではないと判断され
たことから、感染症防
止に万全を期すため誘
客事業を来年度に延期
せざるを得ず、年度内
に事業を完了すること
が困難となったため。

R3補正（地）

21 単
通常事

業
-

地域情報化推
進事業

①　問合せや各種申請等で窓口が混雑し、密とならない
　　ようにするためには、コロナ禍で市役所に出向かなく
    ても情報入手や手続きがしやすい環境を整備する
    必要がある。 このことから、当該事業を活用すること
    で、現在スマートフォン非対応の市ＨＰに レスポン
    シブWebデザインを導入し、各デバイスからの
    アクセスへ対応させるほか、 各種手続きにおける
    電子申請も可能にする等、HPの再構築と新システム
    の導入により、非対面でのサービスの提供を強化す
る。
②市ＨＰのリニューアル、電子申請等の機能の拡充経費
③ホームページ再構築委託　5,948,800円
　 電子申請機能連携　297,000円
④市

－ － － － － －
②-Ⅱ-１．デ
ジタル改革

④行政IT化 R3.7 R4.3 6,245 6,245 6,245 R3補正（地）

22

23

24
25
26

27

28 単

事業者
支援(②
感染症
対策強

化)

-
かもめバス
キャッシュレス
決済導入事業

①市コミュニティバスにおいて、キャッシュレス決済を導入
し、非接触によるサービスの強化を図る。
（基本的対処方針（R3.11.19)には「事業者及び関係団体
は、今後の持続的な対策を見据え、業種別ガイドライン等
を実践するなど、自主的な感染防止のための取組を進め
る。」とあり、これを受けるバス事業ガイドラインには「相手
先との直接接触を減らすよう努める」、が記載されてい
る。）
②市コミュニティバスの運賃回収システムにキャッシュレス
決済を導入するための経費
③ＩＣ運賃箱　1,320,000円×8台×1.1=11,616,000円
　ＩＣデータ基本運用保守料　55,000×4か月=220,000円
　ＩＣデータ作成・検証費 1,000,000円×1,1=1,100,000円
④市

－ － － － － －
②-Ⅱ-１．デ
ジタル改革

③キャッシュレ
ス

R3.6 R4.3 12,936 12,936 12,936 R3補正（地）

29 単
通常事

業
-

市営公共交通
及び施設・店
舗のデジタル
チケット利活
用促進事業

①市営定期船・市コミュニティバスの乗船・乗車券と市内
施設・店舗の利用促進券をデジタル切符化し、非接触で
の決済のあり方が根付くか検証を行う。合わせて、人流の
停滞によりダメージを受けている市内商業への支援も行
う。
②企業のシステムにて、市営公共交通と市内施設・店舗
の利用促進券をデジタル化し、スマートフォンを用いて申
込、決済、利用時の対応ができる仕組みを活用するため
の経費
③システム活用のための委託料　4,008千円
　　実証実験期間中のシステムの利用
　　デジタル切符利用者の属性等の分析
　本システムに市内施設・店舗の登録を促すための経費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　8,000千円
　　合計12,008,000円×1.1=13,208,800円
④市、市内事業所

－ － － － － －
②-Ⅱ-１．デ
ジタル改革

③キャッシュレ
ス

R3.10 R4.4以降 13,208 13,208 13,208 

市営定期船と市コミュ
ニティバスの周遊券を
デジタル化し、非接触
での決済が行える環境
を整えるとともに、新型
コロナウイルスの影響
を受けた市内の事業者
への支援を兼ねた事業
を、令和4年1月26日か
ら令和4年3月31日まで
行う予定であった。しか
し、新型コロナウイルス
感染症の拡大により、
令和4年1月12日付で
三重県から「感染拡大
阻止宣言」が発出され
たことから、事業者が
休業等を余儀なくされ、
事業目的の一つである
事業者への支援が不
十分になるため、事業
期間を延期せざるを得
ず、年度内に事業を完
了することが困難と
なったため。

R3補正（地）

30
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事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃

支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と

の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経

費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
事業
終期

31 単
通常事

業
-

社会教育施設
の感染防止対
策

①市施設に自動洗浄の手洗いを導入し、
　感染拡大防止対策を強化する。
②海の博物館、図書館手洗いの自動洗浄への改修費
③手洗い修繕費　図書館分　       499,400円
　　　　　　　　　　　海の博物館分　459,800円
④市

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.8 R3.12 959 959 959 R3補正（地）

32 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

-
観光関連事業
者事業継続支
援金

①コロナウイルス感染症の影響で人流が止まり、厳しい状
況にある観光関連事業者への経営支援として国・県の支
援金の対象とならない事業所の事業継続を支える。
②前年、前々年の４～６月の売上が30%以上減少している
事業者で、国・県の支援金が未交付の方を対象とした事
業継続のための支援金
③支援金　中小企業　100,000円×のべ３か月分
　　　　　　　　　　　　　　　＝300,000円
　　　　　　　個人事業主　50,000円×のべ24か月分
　　　　　　　　　　　　　　　＝1,200,000円
④市内事業者のうち、対象者

－ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.7 R3.10 1,500 1,500 1,500 R3補正（地）

33 単

事業者
支援(②
感染症
対策強

化)

-

オンライン会
議促進及びリ
モートワーク
等環境整備事
業

①オンライン会議やリモートワークのための機器を整備し、職員間や庁内、学
校などの出先機関とのやり取りにおいても、分散した各会場から打ち合わせ等
を行うことができる環境を整えることで、三密となる状況を回避し、感染リスクを
下げる。
（基本的対処方針（R3.11.19)）
P.29「職場においては（中略）出張による従業員の移動を減らすためのテレビ会
議の活用、昼休みの時差取得、社員寮等の集団生活の場での対策等）や、「三
つの密」及び「感染リスクが高まる「５つの場面」」等を避ける行動を徹底するよ
う、実践例も活用しながら促すこと。」
P.31「地方公共団体は、在宅勤務（テレワーク）、ローテーション勤務、時差出
勤、自転車通勤等、人との接触を低減する取組を自ら進める。」
②オンライン会議やリモートワークを実施するための外部ネットワーク接続専用
ＰＣや大型モニターの購入及び環境を整備するための経費
③PC120千円×40台=4,800千円
タブレット50千円×10台=500千円
多機能デジタルミーティングボード595千円×20台×1.1＝13,090千円
無線アクセスポイント等　803千円×1.1=884千円
Wi-Fi環境整備委託費　2,000千円
ファイアウォール　500千円
ルータ―　800千円
メディコン・スイッチ　1,000千円
HUB　3,500円×10台=35千円
LANケーブル（100M）6,800円×2個=13,600円
マウス2千円×30個=60千円
セキュリティ用品3千円×30セット=90千円
PCバッグ5千円×30個=150千円
ネットワーク回線設置費85千円×6箇所=510千円
ネットワーク回線使用料
（R3.10月～R4.3月）27,600円×6回線=165,600円
④市

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの加

速

④行政IT化 R3.10 R4.3 24,598 24,598 24,598 R3補正（地）

34 単
通常事

業
-

庁舎等感染対
策事業

①庁内及び市の事務事業における感染予防と、感染確認
時の初動に備え、感染リスクを下げる。
②感染予防資機材の調達、事務スペース分散化や飛沫
感染予防の徹底その他対策に要する資機材等の確保及
び感染確認時の初動に必要な資機材等の購入経費
③消毒薬剤（一斗缶）
　　8千円×5缶＝40千円
　除菌タオル
　　400円×200包＝80千円
　スプレー容器他衛生資材
　　400円×50個＝20千円
　パーティション類
　　卓上5千円×10個＝50千円
　　床置20千円×6個＝120千円
　保管・運搬用資材
　　20,000円×5種＝100千円
　体温表面モニタリング装置
　　卓上スタンドタイプ 160,000円×1.1=176千円
　　伸縮スタンドタイプ　180,000×1.1×3台
　　　　　　　　　　　　　　　　＝594千円
　サーキュレーター 2,838×1.1×14台＝43,705円
④市

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.10 R4.3 1,223 1,223 1,223 R3補正（地）

35 単
通常事

業
-

保育所手洗い
器設置事業

①感染予防対策として手洗いを励行していく中、市内保育
所で園庭に面し、衛生環境がよいとは言えない。この改善
のため、屋内側に手洗いを新たに設置するとともに、接触
面が少なくなるワンプッシュ式の水栓を取り付け、感染予
防に努める。
②子ども用手洗い器什器・水栓金具の購入、設置、給排
水工事にかかる経費
③子ども用手洗い器什器、 設置・給排水工事費
　452,000×1.1＝497,200円
④市

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.9 R3.10 497 497 497 R3当初（地）

36 単
通常事

業
-

ICT教育支援
事業

①新型コロナウイルスの感染下でもオンラインで学習がで
きる環境を整える。その際、インターネット環境が未整備の
家庭への通信料補助を行い、すべての家庭においてオン
ライン学習を進められるようにする。
②市が貸与するＷｉ－Ｆｉ機器の情報通信料について、一
部補助を行うための経費。
③情報通信料50GB分　9,900円×１４台分＝138,600円
④市内小中学生がいるインターネット環境未整備の家庭

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

⑨教育 R3.10 R4.3 138 138 138 R3補正（地）

37 単
通常事

業
-

コロナ感染症
対策への対応

①感染予防や生活支援、事業継続や経済対策等、各種事
業を円滑にタイミングよく行うため、市職員が時間外勤務
を行い、対応する。
②通常勤務時間外における職員対応経費
③職員時間外手当　2,500円×1200時間=3,000,000円
④市職員

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 3,000 3,000 3,000 R3当初（地）

38 単
通常事

業
-

コロナ感染症
対策への対応

①感染予防や生活支援、事業継続や経済対策等、各種事
業を円滑にタイミングよく行うため、市職員が時間外勤務
を行い、対応する。
②通常勤務時間外における職員対応経費
③職員時間外手当　2,500円×8000時間=20,000,000円
④市職員

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.6 R4.3 20,000 20,000 20,000 R3補正（地）



01‗コロナR3　実施計画Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費
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国のR2予算分
（交付限度額

①、②、事業者
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支援分（都道府
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起債予
定額

その他

Ｎｏ

第

５

回

追

加

事

業

補

助

・

単

独

事

業

の

区

分

事

例

集

事

例

番

号

特定事業
者等支援

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃

支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と

の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経

費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
事業
終期

39 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

-
経済応援支援
金

①新型コロナウイルス感染症で経済活動に影響を受けた
市内事業者への支援を行う
②経済活動に影響を受けている市内事業者への支援金
給付事業の経費
③三重県地域経済応援支援金への上乗せ
　県支援金対象者のうち、売上減30～50%未満の事業所
への支援金
　中小企業　100,000円×のべ１４月分＝1,400,000円
　　　　　　　　20,998円×のべ１月分＝20,998円
　個人事業主　50,000円×のべ７６月＝3,800,000円
　　　　　　　　　49,850円×のべ１月分＝49,850円
　　　　　　　　　42,721円×のべ１月分＝42,721円
　　　　　　　　　20,900円×のべ１月分＝20,900円
　　　　　　　　　3,750円×のべ１月分＝3,750円
　　　　　　　　　2,823円×のべ１月分＝2,823円
④市内事業者のうち、対象者

－ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.10 R4.3 5,341 5,341 5,341 R3補正（地）

40 単
通常事

業
-

新型コロナウ
イルス感染症
臨時生活物資
支援事業

①新型コロナウイルス感染症の陽性者や濃厚接触者が自
宅療養（待機）等のため、外出等の日常生活が困難な場
合にそれに必要な食料品や日用品を給付する。
②給付金の購入に対する経費及び対応する職員の連絡
用携帯電話の通信費
③生活物資購入費　10,000円×30件＝300,000円
　通信運搬費　5,000円×6か月＝30,000円
④新型コロナウイルス感染症の陽性者・濃厚接触者

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.8 R4.3 330 330 330 R3当初（地）

41 単
通常事

業
-

学校給食費補
助事業

①市内小中学校の児童・生徒が新型コロナウイルス感染
症に感染し、急遽、休校や学年閉鎖措置を取ったことによ
り、学校および学年等で欠食が生じた場合の費用につい
て市が負担することで、各家庭への経済的負担を軽減す
るとともに、感染者への差別を防ぐ。
②欠食分の給食費相当額を給食協会へ納める経費
③１食あたり給食費285円×欠食人数86人×4日
　　＝98,040円
④欠食となった児童・生徒の家庭

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 98 98 98 R3補正（地）

42

43 単
通常事

業
-

鳥羽ざかな
消費拡大事業
「とば魚 to
Eatキャンペー
ン」第２弾

①地元水産物の消費拡大キャンペーンにより、コロナ禍で
落ち込んでいる漁業や飲食業を回復させる。オンライン
クーポンの発行を契機として、市内飲食業等における非
接触型決済の導入につなげるとともに、漁業と観光業の
連携強化の中で本地域の大きな魅力である「新鮮な海の
幸」の価値を発信しながら、観光需要を訴求することで地
域経済への好影響を目指す。
②オンラインでのクーポン発行システムを活用することに
より、集客や迅速な券発行を行う。
③1,000円クーポンの発行×20,000枚=20,000千円
　販売手数料 550千円
　キャンペーン実施事務経費　2,000千円
④市内飲食店、水産業従事者、市民、本市への来訪者

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地
域経済の活性

化

③キャッシュレ
ス

R4.1 R4.3 22,550 22,550 22,550 R3補正（地）

44

45 単
通常事

業
-

コロナウイル
ス感染症対策
に伴うオンラ
イン授業の実
施の充実

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、オンライ
ン授業を実施し、市内小中学校における感染の防止に努
める。その際、円滑に授業が実施できるように、必要とな
る機材を購入する。
②オンライン授業に必要となる機器の購入経費
③タブレット端末用三脚 3,168円×33台＝104,544円
授業充実のための研修用端末
　　119,900円×2台＝239,800円
④市

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの加

速

⑨教育 R3.4 R4.3 344 344 344 R3当初（地）

46 〇 単
通常事

業
-

公共交通を活
かした観光誘
客・消費拡大
事業

①コロナ禍において敬遠されがちな公共交通を活用した
キャンペーン等を実施することで、交通インフラの維持継
続と都市部からの誘客の回復につなげ、地域経済の活発
化を図る。
②鉄道やフェリーと市内施設の利用を組み合わせた誘客
キャンペーンの経費
③委託料　近鉄分　29,998千円
　　　内訳　広告代　13,630千円
　　　　　　 パンフレット作成　4,550千円
　　　　　　旅行割引代　5千円×2千名＝10,000千円
                        消費税　1,818千円
　　　　　　　フェリー分　5,000千円
　　　　　　　内訳　印刷製本費　260千円
　　　　　　　　　　　情報発信　　240千円
　　　　　　　　　　　周遊促進クーポン　2千円×1500台
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ＝3,000千円
　　　　　　　　　　　運賃割引　600円×1,500台＝900千円
　　　　　　　　　　　事務費　　500千円
　　　　　　　　　　　消費税　　100千円
④市

－ － － － － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、飲
食業、イベン
ト・エンターテ
インメント事業
等に対する支

援

㉑いずれも該
当しない

R3.11 R4.4以降 34,998 34,998 34,998 
 観光入込客
数の増加
5,000人

 市議会の
事業説明に
かかる
You Tube
配信
および
予算資料の
市HP公表

新型コロナウイルス感
染症の影響により、令
和4年1月12日に関係
協力機関と協議した結
果、当事業は県外から
の誘客を目的としてい
たため、現段階では県
外の誘客を促進する状
況ではないと判断され
たことから、感染症防
止に万全を期すため誘
客事業を来年度に延期
せざるを得ず、年度内
に事業を完了すること
が困難となったため。

R3補正（地）

47 〇 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

-

新型コロナウ
イルス感染症
に対する交通
事業者支援事
業費

①本市へのJR乗り入れに関して大きな利便性を提供して
いる伊勢鉄道が新型コロナウイルス感染症の影響を受け
て厳しい運営状況にあることから、県および関係市町と連
携して支援を行い、安定的な運行体制の維持に努める。
②伊勢鉄道の運行に対する支援金
③運行経費２か月分相当額を県および沿線市町で、
　　均等割、停車本数割、乗車人員割で案文した額
　　973千円
④伊勢鉄道

－ ○ － ○ － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、飲
食業、イベン
ト・エンターテ
インメント事業
等に対する支

援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 38,000 973 973 37,027 
 従前と同等
に運行を継
続すること

 市議会の
事業説明に
かかる
You Tube
配信
および
予算資料の
市HP公表

R3補正（地）
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番
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特定事業
者等支援

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃

支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と

の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経

費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
事業
終期

48 〇 単

事業者
支援(②
感染症
対策強

化)

-
リモートワーク
等環境整備事
業

①オンライン会議やリモートワークのための機器を整備し、職員間
や庁内、学校などの出先機関とのやり取りにおいても、分散した各
会場から打ち合わせ等を行うことができる環境を整えることで、三
密となる状況を回避し、感染リスクを下げる。
（基本的対処方針（R3.11.19)）
P.29「職場においては（中略）出張による従業員の移動を減らすた
めのテレビ会議の活用、昼休みの時差取得、社員寮等の集団生活
の場での対策等）や、「三つの密」及び「感染リスクが高まる「５つの
場面」」等を避ける行動を徹底するよう、実践例も活用しながら促す
こと。」
P.31「地方公共団体は、在宅勤務（テレワーク）、ローテーション勤
務、時差出勤、自転車通勤等、人との接触を低減する取組を自ら
進める。」②オンライン会議やリモートワークを実施するための外部
ネットワーク接続可能なPCの購入及び環境を整備するための経費
③PC120千円×30台=3,600,000円
通信SIM利用料（モバイルルータ用）30GB
　　（5,900円×12カ月）×1.1＝77,880円
通信SIM利用料（タブレット用）6GB
　　（1,580円×12カ月）×20台×1.1=417,120円
ウェブ会議サービス利用料（Zoom）
       30,000×3ユーザ×1.1=99,000円
④市

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの加

速

④行政IT化 R3.4 R4.3 4,193 4,193 4,193 

 リモート
ワークを推
進し、密とな
る状況を回
避することで
感染リスクを
下げる

 市議会の
事業説明に
かかる
You Tube
配信
および
予算資料の
市HP公表

R3当初（地）

49 〇 単
通常事

業
ー

鳥羽市「子育
て応援BOX」
の配付

①特別定額給付金給付の基準日より後に生まれた子ども
を育てていくための住民生活支援として、子育て応援BOX
を配付するにあたり、商品券の利用期間を発行から１年間
とすることにより、子育て家庭をコロナ禍で支え続ける。
②令和２念４月２８日以降に生まれた子ども家庭への応援
BOX（市内で使える商品券・地元事業所で購入する記念
品）の　提供事業のうち、商品券発行分で令和３年度に使
用される分の経費
③商品券・記念品の購入
　57,000円×45人＝2,565千円
  送付用資材、郵送料等、事務費　17千円
④令和２念４月２８日から令和３月末に子どもが生まれた
子育て世帯

－ － － － － －
②-Ⅱ-９．家
計の暮らしと
民需の下支え

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 2,582 2,582 2,582 
 コロナ禍で
の子育てを
支援する

 市議会の
事業説明に
かかる
You Tube
配信
および
予算資料の
市HP公表

R3当初（地）

50 〇 単
通常事

業
-

コロナ禍での
市の特産品
PR事業

①新型コロナウイルス感染症の拡大を防止を目的として
人流の抑制が求められる中、観光が自粛傾向になり、販
売が落ち込んだ市の特産品等を市外のイベント等でPRす
ることにより、市内事業所の売上向上を支援する。
②市外のイベントでの特産品PRに参加するための経費
③　・旅費　130,000円
　　・会計年度任用職員報酬
　　　　　　1,306円×16時間＝20,896円
④市

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地
域経済の活性

化

㉑いずれも該
当しない

R4.1 R4.3 150 150 150 

 市外イベン
ト特産品売
上
1,000,000円

 市議会の
事業説明に
かかる
You Tube
配信
および
予算資料の
市HP公表

R3補正（地）

51 〇 単
通常事

業
-

コロナ禍での
市の特産品
PR事業

①新型コロナウイルス感染症の拡大を防止を目的として
人流の抑制が求められる中、観光が自粛傾向になり、販
売が落ち込んだ市の特産品等を市外のイベント等でPRす
ることにより、市内事業所の売上向上を支援する。
②市外のイベントでの特産品PRに参加するための経費
④　・旅費　301,000円
　    ・通信運搬費　61,000円
　    ・使用料（高速代金）　12,000円
④　市

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感
染防止策の徹

底

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R3.11 374 374 374 

 市外イベン
ト特産品売
上
1,000,000円

 市議会の
事業説明に
かかる
You Tube
配信
および
予算資料の
市HP公表

R3当初（地）

52 〇 単
通常事

業
-

市営定期航路
の感染対策事
業

①定期船内や桟橋において感染予防対策を行う。
②感染症対策にかかる定期航路特別会計への繰出金
③船内・客席等光触媒抗菌施工業務 440,176円
④定期航路特別会計

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感
染防止策の徹

底

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R3.11 440 440 440 

 感染予防対
策として船
内を抗ウイ
ルスコーティ
ングすること
で安全安心
な運航を行
う。

 市議会の
事業説明に
かかる
You Tube
配信
および
予算資料の
市HP公表

R3補正（地）

53 〇 補 -
子ども・子育
て支援交付金

内閣府

①コロナ感染予防対策を行う。
②コロナ感染予防に係る人件費、消耗品費、備品購入
費。
③人件費12,000円
　消耗品費660,000円
　備品購入費150,000円
④市

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感
染防止策の徹

底

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 822 822 274 274 274 - 274 -         
 感染者数の
抑制

 市議会の
事業説明に
かかる
You Tube
配信
および
予算資料の
市HP公表

R2補正（国）

54 〇 補 -
保育対策総合
支援事業費補
助金

厚労

①保育所における感染予防対策を行う。
②コロナ感染予防対策に係る人件費、消耗品費、備品購
入費
③人件費300,000円
　消耗品費2,650,000円
　備品購入費650,000円
④市

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感
染防止策の徹

底

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 3,600 3,600 1,800 1,800 1,800 - - -         
 感染者数の
抑制

 市議会の
事業説明に
かかる
You Tube
配信
および
予算資料の
市HP公表

R2補正（国）

55 〇 補 -
学校保健特別
対策事業費補
助金

文科

①各学校が感染症対策等を徹底しながら、夏季休業期間
の短縮等により研修機会を逸した教職員に対し、研修に
必要な経費を支援する取組及び児童生徒の学習保障を
するための取り組み話実施するに当たり、校長の判断で
迅速かつ柔軟に対応することができるよう、学校教育活動
の円滑な運営を支援する経費を補助。
②衛生管理備品や消耗品、通信運搬費や委託費
③抗菌加工　1,347,700円　エアコン設置　992,700円　ＰＣ
3,308,300円　衛生備品2,877,700円　衛生消耗品
770,000円　職員研修　303,600円
④各小中学校

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感
染防止策の徹

底
⑨教育 R3.6 R4.3 9,600 9,600 4,800 4,800 4,800 - - -         

 普通教室及
び特別教室
への衛生管
理備品の設
置拡充（空
気清浄機、
加湿器等）

 市議会の
事業説明に
かかる
You Tube
配信
および
予算資料の
市HP公表

R2補正（国）
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特定事業
者等支援

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃

支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と

の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経

費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
事業
終期

56 〇 補 -
公立学校情報
機器整備費補
助金

文科

①新型コロナウイルスの感染下でもオンラインで授業がで
きる環境を整える。ICTの活用により全ての子供たちの学
びを保証できる環境を早急に実現するため、「1人1台端
末」の早期実現や家庭でも繋がる通信環境の整備など、
「GIGAスクール構想」を加速することが必要であり、急速
な学校ICT化を進める自治体等を支援するため、学校に
おけるＩＣＴ環境整備の設計や使用マニュアル（ルール）の
作成などを行うICT技術者の学校への配置経費を支援す
る。
②ICT 技術者の配置に要する経費（人件費、旅費、消耗
品費、印刷製本費、通信運搬費、雑務費等）で大臣が認
める経費交付金を充当する経費内容
③委託料　3,450,000円
④市内各小中学校、教育委員会

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの加

速

⑨教育 R3.6 R4.3 3,450 3,450 1,725 1,725 1,725 - - -         

 各校からの
問合せに対
する対応の
円滑化を図
る。

 市議会の
事業説明に
かかる
You Tube
配信
および
予算資料の
市HP公表

R2補正（国）

57 〇 補 -
疾病予防対策
事業費等補助
金

厚労

①新型コロナウイルス感染症の流行下における一定の高
齢者等への検査体制を整えるため、健康増進法の規定に
より、市町村が「住民の健診（がん検診）結果等の情報」を
把握し、より適切な保健指導や健診の受診勧奨等を資す
ることができるようにするために、（１）住民が転居しても、
自治体間で健（検）診結果等の情報の連携ができ、　（２）
個人がマイナポータルを利用し、自分で健（検）診結果を
確認できるシステムを整備する。
②システム整備経費
③副本登録改修　4人日×36,300円
　情報取込改修費　9人日×36,300円
　画面項目追加改修費　24人日×36,300円
　請負業者対応費用一式　35,900円
④市

－ － － － － －
①-Ⅰ-３．医
療提供体制の

強化

㉑いずれも該
当しない

R4.1 R4.3 1,379 1,379 919 460 460 - - -         

 保健指導や
健診の受診
勧奨等の円
滑化を図る。

 市議会の
事業説明に
かかる
You Tube
配信
および
予算資料の
市HP公表

R2補正（国）

58 〇 補 -
疾病予防対策
事業費等補助
金

厚労

①新型コロナウイルス感染症の流行下における一定の高
齢者等への検査体制を整えるため、健康増進法の規定に
より、市町村が「住民の健診（がん検診）結果等の情報」を
把握し、より適切な保健指導や健診の受診勧奨等を資す
ることができるようにするシステムを整備するために、健
（検）診結果の様式を標準化する。
②様式標準化経費
③健（検）診結果取込改修　320,000円
④市

－ － － － － －
①-Ⅰ-３．医
療提供体制の

強化

㉑いずれも該
当しない

R4.1 R4.3 320 320 160 160 160 - - -         

 保健指導や
健診の受診
勧奨等の円
滑化を図る。

 市議会の
事業説明に
かかる
You Tube
配信
および
予算資料の
市HP公表

R2補正（国）

59 〇 補 -
教育支援体制
整備事業費交
付金

文科

①新型コロナウイルス感染症対策のため、保健衛生用品
の購入等を行い、感染予防と抑制を図る。
②保健衛生用品の購入
③消毒液購入　317千円
④公立幼稚園

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.7 R4.3 317 317 158 159 159 - - -         
 感染者数の
抑制

 市議会の
事業説明に
かかる
You Tube
配信
および
予算資料の
市HP公表

R2補正（国）

60 〇 単
通常事

業
-

感染者等への
支援

①感染が判明した人と同居家族に対し、入院期間中の
　食糧確保等への支援を行い、不安の緩和に努める。
②本市に住民登録があり、現に市内に在住している人が
　ＰＣＲ検査で陽性となった場合に見舞金を支給。
　また、本人及び同居家族に食料品調達等のための
　支援金を給付。
③見舞金　10,000円×67件=670,000円
　 支援金　10,000円×67件=670,000円
④新型コロナ感染症の感染者及び同居家族

－ － － － ○ －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.1 1,340 1,340 1,340 - - -         

 見舞金等の
支給による
感染者家族
の不便・不
安の解消

 市議会の
事業説明に
かかる
You Tube
配信
および
予算資料の
市HP公表

R3当初（地）
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